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第１章	 研究の背景と目的	

	

	 １．１	 世界の人口増加と食料危機の懸念	

	

	 現在、世界の人口は 76 億人まで増加しており、これまでの推定よりも早いペース

で増加している。2017 年の国連の発表によると、世界人口は今後も継続的に増加する

とされており、2050 年には約 98 億人に、2100 年には約 112 億人に到達すると予想さ

れている。[1]人口増加に伴い、食料の需要量も増加、将来は世界的な食料危機が懸念

されている。	 	

	 FTA や EPA といった貿易状況の変化に伴って食料のグローバル化が進んできた。

様々な国との協定が結ばれることで、安い食料の輸入により国内の産業が打撃を受け

てしまうという影響もあるが、一方の国でしか生産されていない食料に従来よりもア

クセスが容易に行えるようになったということも事実である。	

	 また、世界の人口増加と技術の発展、経済の成長により発展途上国や中間国が貿易

を行う機会・量が増えたことも食のグローバル化が進んでいる事実と言えるだろう。	

	 近年、日本の TPP 参加に関して様々な意見が飛び交っている。関税の撤廃や投資、

知的財産の保護などによる参加国間の貿易の自由化や円滑化を目的に議論が交わさ

れている。TPP 以外にも我が国は EU との経済連携協定（日欧 EPA）の交渉も行ってい

る。貿易の自由化・円滑化により大きな経済効果が見込まれているが、国内の農業生

産に大きな影響をあたえる可能性があるという政府の発表もある。	

	 こうした現状を踏まえて、世界的な食料需給が大きく変化する将来に向けて改めて

食料の生産・輸送・消費を適切に評価する必要がある。	

	

	 １．２	 食料の生産・輸送・消費に関する評価指標	

	

 国内の食料の生産・消費を評価するものとして我が国は食料自給率を使用している。

食料自給率は「カロリーベース総合食料自給率」と「生産額ベース総合食料自給率」

の 2種類が主に使用されている。食料自給率はどちらも、国内で消費される食料のう

ちどの程度が国産で賄えているのかを表すものである。2015 年の閣議決定では、2013

年度のカロリーベース総合食料自給率が 39%であった数値を 10 年後の 2025 年度には

45%へ引き上げる目標を設定した。[2]このように農林水産省はこの数値が低下傾向に

あり、我が国の食料危機も危惧している。	

	

	 １．３	 本研究の目的	

	

	 爆発的な人口増加や発展途上国の急成長といった、世界の食料を取り巻く環境が著

しく変化するなか、危惧されている将来の食料危機などの問題に対応していくために、

改めて食料の生産・消費そして流通にかかわる情報を適切に評価していく必要がある

と考えている。	
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	 前述した、従来の食料自給率とフードマイレージの計算方法では、国土の規模が異

なる地域の食料の生産・輸送・消費を適切に評価できないという問題点を挙げた。ま

た、これまでに国土の規模を考慮し、国内で生産・輸送・消費された食料のフードマ

イレージを含む計算はされてこなかった。	 	

	 本研究では従来の評価方法の持つ国土規模の違いによる不公平性を可能な限り解

消した、「国土の規模を考慮したフードマイレージ」の試算を行い、その優位性を明

らかにするというものである。	

	 	



 3 

第２章	 国土の規模を考慮したフードマイレージの試算	

	

	 ２．１	 食料自給率の計算方法	

	 	

	 農林水産省は我が国の食料自給率が他の先進国に比べて低いとし、数年計画での向

上を目標として様々な政策案を提案している。	

	 「カロリーベース総合食料自給率」は1人1日あたり国産供給カロリーを、1人1日あ

たり全供給カロリーで除して算出される。計算式は次のようになる。	

カロリーベース総合食料自給率	

=
１人１日あたり国産供給カロリー

１人１日あたり全供給カロリー
 

=
(国産+輸出)農産物の供給カロリー

（国産+輸入−輸出）農産物の供給カロリー
	

	

	 「生産額ベース総合食料自給率」は国内で生産された農産物の金額を国内で消費す

るために生産・輸入された農産物の金額で除して算出される。計算式は次のようにな

る。	

生産額ベース総合食料自給率 

=
農産物の国内生産額

食料の国内消費仕向額（国内生産額+輸入額+輸出額）
	

	

	 ２．２	 フードマイレージという評価指標と計算方法	

	

	 食料自給率の他に「フードマイレージ」という評価指標も存在する。中田(2007)は

フードマイレージについて、次のように説明している。	

	 「『フードマイレージ』とは、食料の輸送量と輸送距離を総合的・定量的に把握す

ることを目的とした指標ないし考え方である。そして、食料の輸送に伴い排出される

二酸化炭素が、地球環境に与える負荷という観点に着目するものである。」[3] 

	 このフードマイレージという概念は、イギリスの非政府団体である「サステイン」

が中心となり、食料における生産と消費における重量と距離を考慮し、なるべく地域

内で生産された食料を消費することを心がける「フードマイルズ(Food Miles)」運動を

行っていたことに始まる。1994年にサステインはイギリスにおけるフードマイルズの

増加に関するレポートを発表、現在ではイギリスの一部のスーパーにおいて表示が行

われているという。 
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	 中田(2007)はフードマイルズとフードマイレージの違いについて次のように説明し

ている。 
	 「フード・マイレージは、食料の輸送量に輸送距離を乗じた数値を累積することに

より求められるものであり、かつ、その輸送されてきた経路や輸送手段にも着目する

ものであることから、単なる距離を表す『マイルズ』よりは、総マイル数、里程、道

のり、輸送されてきた経路といったニュアンスを含む『マイレージ』の方がふさわし

いと考えられる。」[3]	

	 本研究において、食料の輸送量と輸送距離を乗じた数値を求めるという点において

「フード・マイレージ」「フードマイルズ」どちらとも基本的に同じ条件で計算した。

また中田氏と同様に輸送経路や道のりについて本研究でも重視しているという点で

マイレージという単語を利用する。	

	 前述の通り「フードマイレージ」の計算方法は国が輸入した食料の重量と、輸入食

料の輸送距離を乗じて算出される。単位はトンキロメートル（t・km）が使用される。

計算式は次の通り。	

	

フードマイレージ	

=食料の輸入量 𝑡 	 ×	 輸入食料の輸送距離(𝑘𝑚)	

	

	 そもそも食料自給率やフードマイレージという評価指標によって食料の生産や輸

送、消費に関して適正な評価が行うことができているのだろうか。前述の2種類の食

料自給率とフードマイレージにおける計算方法の問題点に関して述べる。	

	

	 ２．３	 従来の評価指標の問題点	

	 	

	 そもそも食料自給率という評価指標によって食料の生産や輸送、消費に関して適正

な評価が行うことができているのだろうか。	

	 前述の2種類の食料自給率における計算方法を説明する。「カロリーベース総合食料

自給率」の計算において、分母である供給カロリーの総量には、実際に我々が摂取し

ているカロリーではないということが問題の一つとして挙げられている。この供給カ

ロリーの総量には、賞味期限・消費期限が過ぎ廃棄された食品の分まで含まれている

のだ。農林水産省、厚生労働省の調査によると平成28年度の1人1日あたり総供給カロ

リーは2,429kcalで、1人1日あたり摂取カロリーは1,878kcalとなっている。およそ

600kcalの差は生産されたが、実際に消費されるまでに至らなかった食料ということ

である。	

	 また、食料自給率の計算では国土の規模が大きく、他国と比べて食料の国内輸送距

離が長大となっても全て国内で生産された食料であるため、当然食料自給の概念に含

まれてきた。この点において、従来の計算方法では、国土の規模に大きな差がある国

どうしの評価は不公平に行われていると考えられる。	
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	 一方でフードマイレージは食料の輸送構造に関して、どの程度の重量の食料がどの

程度の距離運ばれたものを表しているにもかかわらず、消費のため国内各地域へ輸送

された食料までは計算に含まれていない。食料の生産から消費までのプロセスを評価

するという観点においては、国産の食料と輸入した食料を国内各地域へ輸送する分の

数値も含む必要があると考えた。	

	

	 ２．４	 本研究におけるフードマイレージの計算方法	

	

	 前章で説明した従来の食料自給率とフードマイレージの抱える欠陥である、「対象

国の国土の規模を考慮していない点」を可能な限り解消するために今回試算するフー

ドマイレージにおいては輸入国側の国土面積を考慮して輸送を行う場合のフードマ

イレージを算出する。	

	 例えば、これまで日本のフードマイレージは計算上、貿易相手国の港から東京港ま

での距離で計算されていたところを、東京港から各都道府県に輸送するモデルを設定

して国内輸送分を新たに計算に加えるというものである。また、食料自給率における

国土規模を無視されてきた計算を改善するために、国内で生産された食料を国内各地

域へ輸送する分のフードマイレージも新たに加え、合計値を今回求める「国土の規模

を考慮したフードマイレージ」と設定し試算する。	

	 今回計算したフードマイレージにおいて、国土の規模を考慮するために国内各地域

の地域面積を含めた「領域間平均距離」の近似値を算出し、この数値を各地域間の地

域面積を考慮した距離として使用した。領域間平均距離を利用することにより、代表

点間距離における国土規模の差による誤差を軽減することが目的である。	

	 領域間平均距離の近似値については栗田（2005）より、次の計算方法を利用して求

める。	

	

	 図1のような半径αの円と半径βの2つの領域とそれらの中心点間の距離hにおいて、	

	

	
𝛼 + 𝛽 ≤ ℎ      重なり合わないための条件 	 (1) 	

	

が成り立つものとする。	

	

図１	
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	 このとき、領域間平均距離を〈r〉円円とする。	

	 2つの円盤の平均距離の近似公式は	

	 	

	 〈r〉*
円円= ℎ + 𝛼2+𝛽2

8ℎ 	 (2) 	

	

となる。[4]	

	

	 本研究では図1における円盤を各地域の等面積円とし、2つの円盤間の距離hを代表

点間距離として計算することで、各地域の領域間平均距離〈r〉円円を近似的に算出す

るものとする。	

	 なお、本研究における代表点間距離距離は、日本は各都道府県庁所在地に、アメリ

カは各州の州都所在地、EU28ヶ国は加盟国各国の首都所在地の座標を用いて計算した。

以下の図2〜図4の調査対象国内の地域間における領域間平均距離の近似値を求めた

ものである。	
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図２	 各都道府県間の領域間平均距離の近似値	

	
図３	 アメリカの各州間の領域間平均距離の近似値	

	

図４	 EU加盟国間の領域間平均距離の近似値	
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	 本研究で題材とする食料については、人間の生命維持に重要な炭水化物を多く含み、

かつ世界中で食料として多く消費されている穀類である「小麦」と「コメ」を題材に

計算を行った。	

	 「国土の規模を考慮したフードマイレージ」の計算式は次の通り。	

	

国土の規模を考慮したフードマイレージ（以下FM） 

=国産食料の国内輸送𝐹𝑀 +輸入食料（国内輸送𝐹𝑀 +貿易港間𝐹𝑀） 

 
	 また、各地域における各食料の消費量については、農林水産省とFAO（国際連合食

糧農業期間）、USDA（アメリカ合衆国農務省）が公開する2015年のデータをもとに、

品目別の国内年間消費量を人口で按分したものを使用し計算した。 
	 本研究での計算対象とした地域は、日本・アメリカ・EU28ヶ国・中国の4地域を対

象とし、各地域の貿易港を東京港・ニューオリンズ港・ロッテルダム港・上海港とし

て計算を行う。 
	

	 ２．５	 小麦のフードマイレージの計算結果	

	 	

	 研究対象の4地域における小麦のフードマイレージの合計値は図5の通り。	

	

図５	 国土の規模を考慮したフードマイレージ（小麦）	
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	 今回題材にした4地域のうち、小麦を主な主食として消費している地域はアメリカ

とEU28ヶ国であり、日本と中国はコメを主食として消費している。なお、各地域の小

麦の一人当たり年間消費量は日本が32kg/年、アメリカが60kg/年でEU28ヶ国は245kg/

年となっており、中国が87kg/年であった。	

	 4地域で比較すると、コメが主な主食で小麦の生産量が少なく輸入依存が強い傾向

にある日本は非常に国産品のFM値が非常に低くなっており、輸入品のFM値が高くなっ

ていることがわかる。一方で、主な主食を小麦としているアメリカ・EU28ヶ国は、比

較的輸入品のFM値が低く国産品のFM値が高い傾向になる。一方で、輸入依存が弱いア

メリカ・EU28ヶ国は日本と比べて国土面積がそれぞれ約26倍、約27倍であり、国内輸

送を行う際に生じるFM値が高くなっていることがわかる。貿易港間FM値が比較的低い

場合であってもアメリカやEU28ヶ国は国土面積の大きさが影響して輸入品の国内輸

送FMが高くなる。	

	 中国も同様に日本の約26倍の国土面積を有する国であるが、人口密集地が貿易港周

辺に密集しているために、輸入品における国内輸送FM値は低い値となる。	

	

	 ２．６	 コメのフードマイレージの計算結果	

	

	 小麦のフードマイレージと同様に計算すると、図6のようになる。	

	

	

図６	 国土の規模を考慮したフードマイレージ（コメ）	
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	 現時点で中国のコメに関するデータが不十分であり、本研究で計算している数値が

適切に算出されないため、コメに関しては研究の対象外とした。各地域のコメの年間

消費量は、日本が55kg/年、アメリカが13kg/年、EU28ヶ国は6.5kg/年である。	

	 2.2とは対照的に小麦を主食としコメを輸入により賄っているアメリカ、EU28ヶ国

の輸入品FM値が相対的に高くなっており、日本は国産品FM値が高くなっている。	

	

	 	 ２．７	 従来の評価指標との比較と考察	

	 	

	 2.2および2.3で説明した穀類における3ないし4地域のフードマイレージだが、従来

の計算方法では計算されてこなかった点が大きく現れたものとなっている。本研究で

試算したフードマイレージと、従来の方法で計算されたフードマイレージを比較した

ものを図7にまとめた。	

	

	

図７	 穀類のフードマイレージにおける本研究と従来の計算方法の比較	

	

	 従来の方法では「輸入品港間輸送FM」のみの計算が行われてきたが、本研究で新た

に求めた数値では、国産品、輸入品において国内で輸送された分のFM値を含み計算さ

れている。これまで、国単位で食料自給率やフードマイレージを評価してきた際に、

日本が他国と比べて非常に輸入依存が強く、国内での生産量が少ないという評価が過

少に行われていきた原因の一つである。	
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	 図7のグラフでは、本研究の計算方法と従来の計算方法での計算結果が表されてい

る。このグラフにおける、本研究と従来の方法での計算結果の差がこれまで無視され

てきた長大な国内輸送距離といった要素や、国内で生産・消費された食料の輸送など

の国土の規模の違いを考慮したフードマイレージである。アメリカやEU28ヶ国のよう

な国土面積の大きな国は国産品・輸入品の国内輸送FM値が高くなり、従来の数値と比

べて大幅に増加している。	

	 国単位でフードマイレージを評価してみると、従来は日本が他2地域と比べて約3倍

の数値となっているが、本研究の手法で算出された数値は、アメリカ・EU28ヶ国の数

値が大きく増加し、日本が最も低い数値となる。この結果からわかるように、従来の

方法では計算されてこなかった国土規模の不公平性を幾分かは軽減することができ

たように思える。	

	 しかし、この数値はどれも国単位で計算したもので、国としてどの程度の食料輸送

コストが必要としたか評価する際には有効であるが、人口が考慮されていない点で不

公平性が存在する。日本の人口は約1億2700万人、アメリカとEU28ヶ国の人口はそれ

ぞれ、約3億2000万人、約5億700万人であり、どちらも日本の2倍以上も人口を抱えて

いる。国民ひとりひとりの食料を供給するためにどの程度のコストを必要としたかを

評価するものとして、人口と年間の食料消費量を考慮して計算した結果を図8にまと

めた。	

	

	

図８	 １人１kg穀類消費あたりフードマイレージ	
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	 「１人１kg穀類消費あたりフードマイレージ」は国民1人の１kg穀類を供給するた

めにどの程度のエネルギーを必要としたかを表すものである。	

	 計算方法はこれまでに算出された小麦とコメのフードマイレージの合計値から、人

口とそれぞれの年間消費量（kg）で除したものになる。単位はトンキロメートルを人

口と消費量（kg）で除したものであるため、本研究では（t・km/人/kg）として表現

する。	

	 本研究での計算方法で算出された結果は、図7では3地域横並びに近い数値であった

が、人口と消費量を考慮した結果、日本が最も高い数値をとり、アメリカ・EU28ヶ国

の順に低くなっている。	注目したいのは、従来の方法で計算されたフードマイレー

ジでは、3地域の比較で日本が非常に高い数値、アメリカとEU28ヶ国は共に低い数値

となっていたが、本研究の概念を適用することで、アメリカ、EU28ヶ国は従来の数値

よりも2倍以上の数値となった。こちらも、国土の規模を考慮することによって国土

面積の違いによる不公平性を軽減することができただろう。	
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第３章	 世界的な人口増加と食料需給の変化  
	

	 ３.１	 今後の人口増加と食料需給	

	

	 第1章で述べたように、世界の人口は従来の推定よりも早いペースで増加している。

このペースでは2050年には現在の約1.3倍に、2100年には約1.5倍の人口となる。人口

増加に伴い世界の食料需要も高まることは確実である。	

	 2014年に農水省の発表した「2050年における世界の食料需給の見通し」では、92億

人に達した2050年の世界の食料需給に関する予測を行っていた。この予測によると

2050年の世界全体の人口を養うためには2000年ベースで全体の食料生産量を1.55倍

にする必要があり、中でも発展途上国での食料需要は人口増加と経済発展に伴い2.06

倍の増加が見込まれているという。また、穀物全体の需要は2000年の1.65倍を必要と

されると見込まれた。	

	 食料需給の変化は人口増加だけでなく、経済発展の影響を受ける。我が国も戦後の

高度経済成長を経て、技術革新や効率化により、従来以上の加工食品の流通や家庭料

理に洋食文化の流入といった食文化の変化を経験している。	

	2050年時点で世界の3割程度の人口シェアを持つと推測される中国とインドは現在

進行形で非常に著しい人口増加と経済成長を続けている。そのため、中国やインドで

は穀類の需要増加だけでなく、肉類の需要がこれまで以上に高まり、輸入量が増加す

ることが予想されている。インドに関しては、コメ・トウモロコシの需給状況は均衡

状態であったが将来的に輸入超過となると言われている。	

	 また、アフリカは地域全体的に人口増と経済成長が著しく生産量が2000年の1.79倍

に増加するものの、食料需要はそれを上回る2.26倍となる。その上、2000年時点で輸

入超過であったアフリカはその3.1倍の輸入量に増加するとされている。一方で、北

米や中南米は今後の食料生産の地域として重要な役割を担うことになる。北米は輸出

量を1.4倍に増加させ、2000年時点では輸入量が多かった中南米も食料を輸出する側

の地域へと変化していく。したがって、2050年で世界各地域へ食料の輸出により供給

を担う地域は北米・中南米・欧州・オセアニアとなり、他国からの輸入により需要を

満たす地域はアジア・アフリカ・中東となる。	

	

	 ３.２	 食料生産地の集中と分散	

	 	

	 食料の生産地と消費地の距離を短くすることでフードマイレージの値は減少する。

生産地を世界各地に分散させることで、各地域のフードマイレージは減少し、輸送に

おけるエネルギーコストと地球環境への負担を軽減させることができるだろう。しか

し、実際には自分が消費するものを自らが生産することは食料の生産・消費において

非効率的である。また、農業においても規模の経済性が考えられ、生産力を向上させ

てきた。	
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	 関根ら(2015)が小麦を主食とするドイツと、コメを主食とする日本における小麦の

収集水準格差について研究した「小麦収集水準格差の形成要因-日本とドイツの比較

分析-」によると、日本が小麦を主食としている国と比較して単収が少ない要因に小

麦の成育環境と気候の違い、小麦を主食としているか否かなどが挙げられたが、収量

増加のテンポが遅いことも要因として挙げていた。同時に、ドイツと日本では小麦市

場を取り巻く経済状況が大きく異なっていることも説明されていた。ドイツでは、食

用の基準に満たなかった小麦は飼料用に展開されているが、日本では飼料用に使用さ

れることはないということである。また、製粉業においても日本は大手3社の寡占状

態であることに対して、ドイツは大規模製粉工場のマーケットシェアは高いものの、

生産者にとって選択肢が多く、販売の自由度が高いなど、自由競争に近い状況にある

ことが要因として挙げられていた。[5]	

	 しかし、生産地の集中が続くと自然災害による不作や飢饉、家畜の伝染性疾病とい

った要因で大打撃を受けることがある。2007年のオーストラリアでの干魃により小麦

の不作により、小麦価格の高騰といった世界的に穀物へのアクセスが厳しくなるなど、

食料の生産地が集中することによる欠点が存在する。	

	

	 ３.３	 フードマイレージの観点からみた食料需給	

	

	 フードマイレージに関しては本研究においても、食料の生産・消費に関して基本的

に地産地消に近い状態を望ましいという概念に基づいて、食料の輸送による地球環境

への影響を評価するものである。	

	 前述の通り、世界の人口増に伴い需要は各地で高まる。加えて、経済成長の著しい

発展途上国は先進国と比べて食料需要の増加率が非常に高いことから、アジア・アフ

リカの輸入フードマイレージは増加していくことが推測される。一方で、中南米は輸

入から輸出に展開することを考えると、地域の輸入フードマイレージは減少していく

ことになる。	

	 フードマイレージと、生産地の集中・分散によるコストやリスクを考慮して最適な

生産地と消費地の関係を求めて行く必要がある。本研究の手法によって計算されたフ

ードマイレージは、海外から輸入した食料を消費することが望ましくないと考えられ

てきたこれまでの認識を改めて考えなおす一つの要素となるだろう。	
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第４章	 研究のまとめと今後の課題	

	

	 ４.１	 本研究のまとめ	

	

	 第3章で述べたように、世界の人口は急激に増加しているものの、ある日突然人口

が爆発的に増減するとういうことではなく連続的に変化しているものである。一方で、

食料の需給は人口増減とは異なり不連続的に変化しているものである。これまで食料

需給が均衡状態であった地域が輸入超過傾向となり、また他の地域は輸入超過であっ

た地域が輸出する側に変わっていくといった点で世界は変化している。こうした、複

雑に変化している世界の食料状況を本研究での「国土の規模を考慮したフードマイレ

ージ」の概念を適用することで国土面責の大きい地位では、食料の輸送によるエネル

ギーコストの増大といった、従来の計算方法では表面に現れていなかった情報を得る

ことができるようになった。国内の輸送を考えず、貿易港間の距離を主に使用して計

算されてきた従来の評価方法の脆弱性がいかに、日本の食料自給を過小評価していた

かがわかったといえよう。	

	 本研究では、フードマイレージの概念を利用した食料の生産地と消費地の最適配置

関係を求めるに至っておらず、以下で説明する課題を考慮して今後の研究を行うこと

でより現実的で従来の評価方法では不可能であった食料の生産・消費と輸送に関する

評価が行うことが可能になるだろう。	

	

	 ４.２	 日本の食品ロス問題	

	

	 我が国は、食料を大量に輸入を行っている輸入依存度の高い国であるが、同時に食

料の廃棄量も世界各国と比較して非常に多く廃棄している。農林水産省（2014）が行

った調査「食品ロス統計調査・世帯調査」では、「世帯食の一人１日当たりの食品ロ

ス量は40.9gであった。」という調査報告があり、食品ロス率は世帯食の3.7%である

ことがわかった。この食品ロス率3.7%のうち、2.0%が食べられる部分までも廃棄して

しまう「過剰除去」で食品ロス率の要因の半数以上がこれにあたる。「過剰除去」に

次いで「食べ残し」が1.0%、「直接廃棄」が0.7%となっている。	

	 また、農林水産省（2015）が外食における食品ロスを調査した「食品ロス統計調査・

外食調査」では食品の食べ残しの割合は「宴会」の 14.2%が最も高く、「結婚披露宴」

が 12.2%、「食堂・レストラン」では 3.6%となっている。	

	 世界中で今後、食料供給量が厳しくなっていくが供給された食料のうち廃棄されて

いる量を軽減させていくことで食料の枯渇を軽減させることができる。食品ロスに関

しては食料が適当に処理されていないだけでなく、過剰に供給されているというよう

に提供・消費する側にも責任がある側面も確実に存在すると筆者は考えている。これ

ら食品ロスを国単位ではなく世界規模で減少させることで、危惧されている食料危機

の訪れを回避もしくは食料危機の影響を軽減させることができるだろう。	
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	 ４.３	 発展途上国まで視野を広げた試算	

	

	 本研究で研究対象とした地域は日本・アメリカ・EU28ヶ国・中国で、題材とした食

料は小麦とコメであったが、21世紀半ばから22世紀にかけて著しい人口増加と経済成

長が予想されているアフリカやインドは未だ調査・分析が行えていない。またそれら

の地域は小麦・コメ以外にとうもろこしや大豆の穀類、ジャガイモやタロイモといっ

た芋類などを主食としている地域があり、本研究では説明しきれていない要素を抱え

た地域の計算を行う必要があると考えている。	

	 また人口増が著しい地域の計算を行うことで、将来の世界における食料需給を輸送

という観点で推測することが可能になると考えている。	

	 	

	 ４.４	 食料に関する貿易の変化と関税	

	 	

	 第1章で説明した、世界の食料を取り巻く環境が著しく変化しているという要素の

ひとつにFTA/EPAやTPPとなどの貿易に関する環境の変化と食料の輸出入に関する関

税による経済効果と国内農業への影響をあげたが、本研究においてそれらの概念を考

慮した計算が行われていない。関税の撤廃率と輸出入量の変化、国内における農産物

生産量の変化等により、食料のグローバル化を踏まえた食料需給の評価が適切に行え

るだろう。	

	

	 ４.５	 輸送手段別の輸送コストと地球環境への影響	

	

	 本研究は現時点で、従来のフードマイレージに国内輸送を含めて詳細な食料の輸送

経路を利用した計算方法で求められたが、フードマイレージが着目している、輸送に

よる地球環境への影響を評価する上で、陸海空路ごとに消費エネルギーと排出CO2が

異なるという点を考慮した計算を行うことで、輸送距離の長短におけるフードマイレ

ージの値に別角度の視点で評価・考察を行うことが可能である。
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